
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 北海道白老町 平成22年度 

人 口 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

19,483 

425.75 

12,926,456 

12,805,481 

117,020 

6,659,809 

17,223,460 

人(H23.3.31現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

17.9 

240.3 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H18  Ⅴ－２  H19  Ⅴ－２  H20  Ⅴ－２   

H21  Ⅴ－２  H22  Ⅴ－２ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。  

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。  

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。  

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。  

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。  ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。 

財政力 
財政力指数 [0.39]  類似団体内順位 

126/139 
全国平均 

0.53 
北海道平均 

0.26 

財政力指数の分析欄 

本町の財政力指数は、北海道内の町村としては比較的上位に位置するものの全国の類似

団体平均を下回っている。 

近年では、長引く景気低迷の中、雇用人数や生産者人口の減による給与所得者の減少、

市町村民税関係の減収など基準財政収入額の減少傾向が顕著となる一方、社会保障費

をはじめ多様な行政需要の増大により、計画的な歳出の抑制が難しい状況ではある。 

今後とも組織機構の見直しや適切な定員管理、事務事業の精査等、本町の行財政改革の

基本となる新財政改革プログラムに基づき、不断の行財政改革を推進することにより、安

定した行財政運営を早期に確立し、活力あるまちづくりを展開していく。 
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0.39 
0.41 0.42 0.41 0.41 

財政構造の弾力性 
経常収支比率 [87.2%]  類似団体内順位 

88/139 
全国平均 

89.2 
北海道平均 

87.5 

経常収支比率の分析欄 

 平成２０年１月より実施している特別職を含む職員給与の自主削減等により、義務的経

費は、類似団体平均を下回っているものの、公共下水道事業や工業団地造成事業等に係

る繰出金の割合が大きく、全国平均をわずかに上回る結果となっている。 

また、消防本部の単独設置による人件費の高止まりや過去からの港湾整備を主たる要因

とする公債費など本町特有の経費の存在、さらには、今後、高齢社会の進展による扶助費

の増大など多様な行政需要の発生も予想されることから、より一層の経常的経費の見直し

など行財政改革を推進し、義務的経費の削減に努めていく。 
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人件費・物件費等の状況 
人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [168,329円]  類似団体内順位 

133/139 
全国平均 

114,985 
北海道平均 

135,588 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄 

昭和３４年の製紙会社の進出以降、約２０年間で人口が倍増したという社会情勢の急激な

変化を背景として、昭和４８年からの５年間で約１００人に及ぶ職員採用が行われたこと、ま

た、消防本部・消防署を単独設置していることなどを要因として、人口１人当たりの人件費

等については、類似団体平均、北海道平均をともに上回っている。 

 特に、４２５．７５k㎡という広大な行政面積と区域内を河川が縦断し、古くから７つの集落

ごとの行政需要が生じていることなど地理的、歴史的要因が行政コストの軽減を阻み、ま

た、地域ごとに産業構造も異なるなどを原因として、人件費・物件費等が類似団体平均等

を上回る結果となっている。 
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給与水準   （国との比較） 
ラスパイレス指数 [99.0]  類似団体内順位 

107/139 
全国市平均 

98.8 
全国町村平均 

95.3 

ラスパイレス指数の分析欄 

 平成２２年度において、職員給与の削減率を２０%から７%へ緩和を図ったこと等により、数

値が低下したものであるが、引き続き、各種手当等の見直しなどを実施している。 
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定員管理の状況 
人口千人当たり職員数 [10.42人]  類似団体内順位 

129/139 
全国平均 

7.24 
北海道平均 

8.14 

人口千人当たり職員数の分析欄 

 企業進出等に伴う急激な人口及び行政需要の増大等への対応を背景として、昭和４８年

度からの５年間で約１００名の職員採用を行ったこととが、類似団体平均を上回る最大の要

因である。 

 また、平成１９年度には、行財政改革を目的として３８名の勧奨退職者を含む５２名の職

員削減を断行したところであるが、今後とも、円滑な行政運営に必要な最低限の補充に努

めるなど適正な定員管理に努める。 
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公債費負担の状況 
実質公債費比率 [17.9%]  類似団体内順位 

133/139 
全国平均 

10.5 
北海道平均 

12.8 

実質公債費比率の分析欄 

 他の項目でも触れたように、過去からの地方港湾白老項建設事業等をはじめとする建設

事業に伴う地方債の発行に係る償還金や公営企業等への繰出金から公営企業債の償還

に充当される準元利償還金などにより、当該比率は、類似団体平均を上回っている。 

 平成２３年度からは、平成２２年度に起債した第３セクター等改革推進債の償還が始ま

り、今後、数年間は、実質公債費比率が高水準で推移することが予想されるものである

が、地方債の発行抑制や一層の行財政改革の推進などにより、計画的な改善に努めるこ

とが必要である。 
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将来負担の状況 
将来負担比率 [240.3%]  類似団体内順位 

138/139 
全国平均 

79.7 
北海道平均 

97.5 

将来負担比率の分析欄 

   将来負担比率については、地方港湾白老港の建設に伴う地方債と近年増加傾向にある

公営企業債の元金償還充当繰出金の増加等を主たる要因であったが、平成２２年度にお

いて特別会計の赤字解消・廃止を目的とする新たに第３セクター等改革推進債を借入れた

ことにより、比率の一層の悪化を招いたものである。 

 しかしながら、これら特別会計の赤字解消を行ったことによって、今後は、地方債発行額

の抑制と計画的な償還により、平成２２年度をピークとして数値の改善が図れる見込みで

あるが、後世への負担を確実に軽減するよう責任ある行財政運営にあたり、財政健全化に

努めるものである。 
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 北海道白老町 平成22年度 

経常収支比率の分析 

人 口 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

19,483 

425.75 

12,926,456 

12,805,481 

117,020 

6,659,809 

17,223,460 

人(H23.3.31現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

17.9 

240.3 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H18  Ⅴ－２  H19  Ⅴ－２  H20  Ⅴ－２   

H21  Ⅴ－２  H22  Ⅴ－２ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

人件費 類似団体内順位 
64/139 

全国平均 
25.1 

北海道平均 
22.6 

人件費の分析欄 

 類似団体との比較では、若干下回っているが、消防署を単独で設置しているこ

とによるものが大きい。今後においても、新財政改革プログラムに基づき、適正

な定員管理の実施等による人件費の削減・抑制に努めたい。 
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物件費 類似団体内順位 
70/139 

全国平均 
12.8 

北海道平均 
10.9 

物件費の分析欄 

 物件費については、類似団体平均を若干下回っているものの、今後とも新財

政改革プログラムに基づき計画的に比率の低減に努めたい。 
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扶助費 類似団体内順位 
2/139 

全国平均 
10.4 

北海道平均 
9.6 

扶助費の分析欄 

 扶助費については、類似団体平均と比較して低い状況ではあるが、今後、高

齢社会の一層の進展により新たな行政需要の発生などが予想されることから、

今後も適正な事業の執行と上昇率の抑制に努めたい。 
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その他 類似団体内順位 
110/139 

全国平均 
11.8 

北海道平均 
11.6 

その他の分析欄 

 その他に係る経常収支比率は、類似団体平均を上回っている。これは、赤字

会計である公共下水道事業や病院会計などへの繰出し金が、類似団体を上

回っていることが要因である。特に、平成２２年度においては、工業団地造成事

業等２特別会計の廃止等に伴い繰出金が増大しており、その傾向が顕著となっ

ている。今後とも新財政改革プログラムに基づき、連結赤字額の解消を図り、財

政健全化に向けた取り組みを進めていく。 
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補助費等 類似団体内順位 
19/139 

全国平均 
10.1 

北海道平均 
11.6 

補助費等の分析欄 

 補助費等については、類似団体平均や北海道平均を下回っているものの、サ

ンセット方式の導入や事業の見直し等により補助費等の抑制に努めたい。 
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公債費 類似団体内順位 
134/139 

全国平均 
19.0 

北海道平均 
21.2 

公債費の分析欄 

 他の項目においても触れているが、過去からの地方港湾白老港の建設に係る

地方債の発行等を主たる要因として、公債費の比率が高くなっているものである

が、今後においては、新規地方債の発行の抑制と計画的な償還の実施により、

後世への負担を尐しでも軽減できるよう財政健全化に努める。 
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公債費以外 類似団体内順位 
16/139 

全国平均 
70.2 

北海道平均 
66.3 

公債費以外の分析欄 

 普通建設事業については、類似団体平均を上回っているが、土木費（主に港

湾建設事業等）をはじめ、平成２２年度においては、新たに光通信事業（約３６５

百万円）、地デジ移行に係る難視聴対策事業（７６百万円）、さらには、小中学校

耐震化事業（６８百万円）等の実施したことによるものである。今後は、新財政改

革プログラムに基づき、普通建設事業の縮小による新規地方債発行額の抑制

など後世への負担を尐しでも軽減するようあらゆる経費の見直しや削減を行い、

行財政改革を強力に進め財政の健全化に努める。 
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

2,104,390 108,012 60,846 77.5
126,365 6,486 5,104 27.1
3,884 199 7,417 ▲ 97.3
16,695 857 173 395.4

- - 2 -
59,606 3,059 3,065 ▲ 0.2
65,472 3,360 1,275 163.5

▲ 475,482 ▲ 24,405 ▲ 6,602 269.7
1,900,930 97,569 71,280 36.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

10.42 6.85 3.57
99.0 96.6 2.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,753,099 89,981 36,916 143.7

- - - -

- - 11 -

635,827 32,635 10,639 206.7

- - 3,546 -

6,332 325 1,624 ▲ 80.0

1,113 57 7 714.3

▲ 109,208 ▲ 5,605 ▲ 3,506 59.9

▲ 1,286,243 ▲ 66,019 ▲ 29,298 125.3

1,000,920 51,374 19,939 157.7
※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H18 1,861,276 89,899 45.0 41,759 ▲ 2.8 47.8

うち単独分 766,235 37,009 48.3 25,833 ▲ 4.3 52.6
 H19 1,222,253 59,873 ▲ 33.4 36,358 ▲ 12.9 ▲ 20.5

うち単独分 425,704 20,854 ▲ 43.7 21,039 ▲ 18.6 ▲ 25.1
 H20 2,301,507 114,230 90.8 35,141 ▲ 3.3 94.1

うち単独分 244,504 12,135 ▲ 41.8 20,483 ▲ 2.6 ▲ 39.2
 H21 1,466,317 74,079 ▲ 35.1 47,258 34.5 ▲ 69.6

うち単独分 668,873 33,792 178.5 27,842 35.9 142.6
 H22 1,631,530 83,741 13.0 49,426 4.6 8.4

うち単独分 686,404 35,231 4.3 26,568 ▲ 4.6 8.9
 過去５年間平均 1,696,577 84,364 16.1 41,988 4.0 12.1

うち単独分 558,344 27,804 29.1 24,353 1.2 27.9

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負
担金に充当する一般財源等額
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）

合計
▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
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